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財政運営の基本方針00

現状分析と将来推計
時々の社会経済情勢、決算分析・将来推計

01
Policy

効果的・効率的な施策展開
成果重視の視点で「区民サービスの質・量・財政負担の最適化」を追求

02
Policy

収支均衡をめざしたコスト精査の徹底
施策の新陳代謝

03
Policy

財政対応力の堅持・効果的な活用
未来志向の戦略的な投資と執行努力

04
Policy

1

 以下の基本方針のもと、引き続き、持続可能な自治体経営の実現に向けて財政運営を行

う。
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現状分析と将来推計（社会経済状況の把握）

 時々の社会経済状況を踏まえ、物価等の経済状況を勘案し、施策を実施

２

01

＜名目ＧＤＰ成長率＞

＜実質賃金＞

104.3

＜有効求人倍率＞

1.34倍

1.04倍

※ 2020年 = 100 とした場合の指数の増減率

△3.2

（％）

＜消費者物価＞

実質賃金指数の対前年同月比増減率
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名目ＧＤＰ成長率の推移
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基幹財源等

歳出総額

億円

現状分析と将来推計（歳出総額と基幹財源のギャップ）

 行政ニーズの多様化や少子化・超高齢社会への対応に加え、物価高騰対策などにより、

歳出総額は年々増加傾向

 リーマンショックなどの際には⼤幅な減収を経験しており、歳入の基幹財源等は景気変動

の影響を受けやすい構造

コロナ禍

57億円の減収

バブル崩壊

267億円の減収

リーマンショック

470億円の減収

※基幹財源等は、特別区税・特別区交付金・税連動交付金等を指す。

※R2の歳出総額は特別定額給付金を除く。

※R4までは決算、R5は第２次補正後予算
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社会保障関係経費
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年度

現状分析と将来推計（性質別歳出の推移）01
 社会保障関係経費は年々増加傾向であり、今後も高い水準で推移する想定

 公共施設の維持更新のため、今後40年間で１兆605億円の整備費が必要

 定数見直し、堅調な償還により、人件費・公債費は縮小

億円

87.4
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H28 Ｒ3

％

生活インフラ（全
体の57.3% ）は、
維持更新が必要

※R2の歳出総額は特別定額給付金を除く。
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基幹財源等の推移

特別区税

特別区交付金

税連動交付金等

 特別区交付金が景気変動の影響を受けやすく、経済危機においても質の高い行政サービスを

安定的に提供するため、財政基金の取崩しを行ってきた

 特別区税は横ばいだが、大田区人口推計（令和４年３月）では生産年齢人口の減少が見込ま

れ、将来的には納税義務者数の減に伴う特別区民税の減収が懸念される

1,827
億円

年度
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現状分析と将来推計（基幹財源等の推移）01

リーマンショック
（H20-22）
△394億円

コロナショック（R2）
△85億円

生産年齢人口の定住を促進する「魅力あるまちづくり」を戦略的に

展開することが、歳入面からも重要

老年人口

年少人口

生産年齢人口



（単位：億円、％）

令和５年度

予算

令和６年度

見通し

令和７年度

見通し

令和８年度

見通し

令和５－8年度

増減率

歳入合計 (Ａ) 3,148 3,084 3,193 3,200 1.7

うち基幹財源等 1,827 1,829 1,878 1,890 3.5

歳出合計 (Ｂ) 3,148 3,292 3,385 3,413 8.4

うち社会保障関係経費 1,244 1,255 1,267 1,279 2.9

うち投資的経費 441 524 568 562 27.6

うちその他 1,463 1,513 1,550 1,572 7.4

財源不足額 (Ａ－Ｂ) 0 △ 208 △ 192 △ 213

区　　　分

 一般財源の⼤幅な増収は見込まれない

 社会保障関係経費や公共施設等の更新需要など避けることのできない財政需要が増⼤

 一般行政経費も増加し、約２００億円の財源不足が続く厳しい状況
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現状分析と将来推計（今後の財政見通し）01
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現状分析と将来推計（収支規模の差）01
 区の令和６年度の財源不足額は208億円の見込み

 これを一般家庭の家計で例えると、以下のような収支改善が必要となる

＜支出（例）＞ ＜収入（例）＞

２人以上の世帯（東京都区部）の消費支出は、

32万1,633円/世帯・月

食料

87,973
住居

29,988

光熱・水道

22,846

衣服・家具等

23,114

保健医療

17,303

交通・通信

32,562

教育

19,383

教養娯楽

33,099

その他の消費支出

55,365

30万1,370円/世帯・月

（△2万263円/月＝△24万円/年の縮減）

財源不足分を支出縮減で
対応する場合（△6.3%）

※国民生活基礎調査（2021年）より

高齢者以外の世帯収入は、685万9千円

高齢者世帯収入は、332万9千円

財源不足分を収入増加で
対応する場合（＋6.7%）

高齢者以外の世帯：731万9千円

（＋46万円/年の収入増）

高齢者世帯：355万2千円

（＋22万3千円/年の収入増）



効果的・効率的な施策展開（新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策）

 新型コロナウイルス感染症の流行や物価高騰等の状況に対して、国や都の動向を捉えて、

社会経済情勢をつぶさに把握

 国や都の動向を捉え、区民生活・区内経済を支えるため、令和２～４年度において、総額

1,495億円の事業費を確保し、機を逸することなく対応

02
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新型コロナウイルス感染症・物価高騰対策

総額の推移

（単位：億円）

R2 3 4

感染拡大防止 24 111 94

区民生活支援 772 209 37

区内経済対策 10 39 24

学びの保障 22 35 39

- - 79

828 394 273合計

コロナ

対策

物価高騰等対策

※予算ベース



958 
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45.6

歳出総額に占める

民生費の割合（右メモリ）
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※順位はR3決算における構成比の23区比較
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効果的・効率的な施策展開（普通会計で見る民生費）

 目的別決算でみると民生費が増加（23区中２位 ）、R3年度決算では1,697億円、歳出総額

の56.7％

 待機児童対策など、時機を逸することなく施策を講じてきたため、児童福祉費（H19比で約

２倍）と社会福祉費（H19比で約1.5倍）が増加傾向

 政策的経費に財源を振り向けるため、一層の歳出構造の改善が必要

02



72.3

88.8

79.7 80.0 

赤点線

推計値（粗い試算）

65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

100.0

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 R元 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14

経常収支比率の推移・推計
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％

【具体的な取り組み】
R2：全事務事業見直し

▲約25億円
R3：事務事業見直し

▲約11億円
R4：みらい事業レビュー

R5：事業レビュー

 財政構造の弾力性の改善に向けた区の経営努力等により、コロナ禍に突入した令和元年度

から、３か年連続で改善し、区の取り組みは効果あり

 一方、特別区平均と比較すると未だ高い水準となっていることや扶助費や物件費、区債発

行増に伴う公債費は今後上昇する想定であることから、経常的経費の精査を継続して行う

必要がある

≪経常収支比率≫
人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減できない経常的経費に、地方
税等の経常一般財源等がどの程度充当されているかによって財政構造の弾力
性を測定するものであり、歳入構造と歳出構造をリンクさせた総合的な指標

10

収支均衡をめざしたコスト精査の徹底（経常収支比率改善に向けた取組）03

財政の対応力は堅持してきたが、今後の戦略的な施策展開に向けては、

財源を振り向けるため一層の歳出構造の改善が必須

経常収支比率は９０％台に
のぼり、政策的経費に十分
な財源を振り向けられない
事態となる
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収支均衡をめざしたコスト精査の徹底（事務事業見直しの実施）03
 大田区では、既存事業の見直し、経常的経費の精査など、絶えず施策の新陳代謝を進め、

新規・レベルアップ事業等へ財源を振り向けてきた

＜事務事業見直しの事例＞

・入園申請で発生する毎月の月次処理
入園・転園希望の保護者に対して発送通知の理由入力のRPA化
（4月、5月実績：4500件×120秒＝16時間の削減）

・在園管理で発生する毎月の月次処理
在園児童の在籍期間仮延ばし入力のRPA化（4月、5月実績：2,900件×300秒＝240時間の削減）

○RPAの導入（保育サービス課） ＲＰＡ化

・道路拡幅を行わない耐震改修助成を減額し、
区内中小企業者が行う除却工事の助成額を
増額することで、財政負担の軽減および区内
中小企業者への支援を行う

・耐震化助成事業でニーズが大きい除却助成の
利用増加による耐震化の向上

・狭あい道路拡幅整備事業との連携による
道路拡幅の促進

○木造住宅除却工事助成の改正（防災まちづくり課）
改正前 改正後

助成限度額：100万円
助成割合：費用の1/2

助成限度額：75万円
助成割合：費用の1/3

助成限度額：50万円
助成割合：費用の1/2

助成限度額：75万円
助成割合：費用の2/3

【耐震改修助成（道路拡幅を行わない場合）】 令和４年度改訂

【除却助成（区内中小企業が工事を行う場合）】 令和３年度改訂

除
却
助
成
に
誘
導

25万減

25万増
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収支均衡をめざしたコスト精査の徹底（経常的経費査定）03
 政策的な経費への財源投入、経常収支比率の改善に向けて、令和４年度予算編成から経常

的経費の査定を導入

 経常的経費の精査による事業の新陳代謝を図り、財務体質改善のため経常収支比率の改善

を図る取組

 令和５年度予算編成において、規模増等の増額分は、既存事業の見直し・経常的経費の精

査等を行うなど、施策の新陳代謝を行い財源を捻出

【経常的経費の精査（事例）】

○国民健康保険医療費と

保健事業の見直し

 区の一人あたり医療費は増加

傾向にあり、特別区でも上位

 健康保持・増進に向けた保健

事業へ、各種データを活用

し、第３期データヘルス計画

策定に向けた新たなアプロー

チ方法を検討

＜施策の新陳代謝（令和５年度予算編成）＞

既存事業の

見直し等で

施策の新陳代謝に

取り組み、

財源を捻出

投資的経費へ

財源を振り向ける

歳出財源

歳出改革
(歳出減額分)

１６４億円

※公債費は除外

規模増、単価増
等の増額分

１０９億円

５５億円
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Ａ文化センターの利用率の推移％
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Ａ文化センターの施設管理費等の推移

施設の管理費 使用料 使用料／施設の管理費（右メモリ）

千円

＜事例：区民・文化センター＞
施設の維持管理費は右肩上がりの一方で、

使用料に占める管理費の割合は低減傾向

⇒コストの適正化及び利用率向上の取組が不可欠

13

収支均衡をめざしたコスト精査の徹底（受益者負担適正化に向けた取組）03
 区民・文化センターにおける利用率や施設管理費等の推移から、集会室の利用促進、地域

差の分析、施設の有効活用が図られているのか等を検討

 区民にとって分かりやすく、区民負担の公平化を実現し、よりいっそう受益者負担の適正

化に資するための施設使用料のあり方について検討会を実施



 歳出総額と基幹財源等の差は、令和５年度予算で1,300億円を超える

 国・都支出金等の特定財源のほか、蓄積してきた財政基金からの取崩しなどにより対応

（財政基金取崩がなければ、実質収支はH22▲11億円、R元▲77億円、R2▲11億円の赤字）

財政基金取崩額 96 

基幹財源等

歳出総額
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歳出総額、基幹財源等及び財政基金取崩額の推移
億円

年度

億円

コロナ禍
57億円の減収

リーマンショック
470億円の減収

117億円の取崩し
83億円の取崩し

1,321億円
のギャップ※R3までは決算、R4は第６次補正後予算、R5は予算ベース
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財政基金を取崩し収支均衡を実現

財政対応力の堅持・効果的な活用（財政基金の戦略的な活用）04



949億円

1,167 億円

1,036 億円

Ｈ23 R4 R5
Ｈ23 Ｒ4見込 Ｒ5見込

積極的な

基金の積立

計画的な

基金の活用

主な基金残高 過去との比較

15

 区は、これまで計画的に基金の積立を行ってきた。バブル経済の崩壊やリーマンショッ

ク、新型コロナウイルス感染症拡大に伴う経済活動の停滞等による一般財源の減収局面に

おいても、基金を適切に活用することで、安定的・継続的に行政サービスを提供してき

た。

 今後も、一般財源の減収や将来の財政需要に備えるため、計画的に基金残高を確保

財政対応力の堅持・効果的な活用（基金の計画的な積立）04

積立額

（左メモリ）

取崩額

（左メモリ）

141

残高

（右メモリ）

1,326

1,036

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

△ 300

△ 200

△ 100

0

100

200

300

主な積立基金 積立額・取崩額、残高の推移

計画的な基金活用

億円 億円

年度

積極的な
基金積立

608 825

▲337

▲791
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 全国市町村がH19年度末からR３年度末にかけて、全ての基金合計、財政調整基金、特定目

的基金がいずれも増加傾向である一方、区は感染症対策等に積極的に取り組んできた経過

もあり、H29年度をピークに全ての基金合計は減少に、H30年度をピークに財政調整基金は

減少に転じている

 特定目的基金は区においても増加傾向になっているが、これは将来にわたって安定的に施

策を展開していくため、積立を計画的に行ってきたもの

財政対応力の堅持・効果的な活用（基金の計画的な積立）04

大田区では事務事業における不断の見直しのほか、不用額精査や執行努力など、

きめ細かい歳出の見直しを通じて生み出した財源を活用してきた

他区との比較（1人当たり基金・積立金）（R3決算ベース）

 1人当たり基金総額は１７位

 1人当たり財政基金は１３位

⇒ 不用額精査や執行努力等

きめ細かい歳出の見直しを

通じて生み出した財源を活用

1,741 

723 

162 536 

625 

199 

74 

195 

0

500

1,000

1,500

2,000

千
代

田

中
央 港

新
宿

文
京

台
東

墨
田

江
東

品
川

目
黒

大
田

世
田

谷

渋
谷

中
野

杉
並

豊
島 北

荒
川

板
橋

練
馬

足
立

葛
飾

江
戸

川

/1人当たり

基金総額

/1人当たり

財政基金

千円



74 64 41 38 33 52 24 9 7 28 22 48 50 43 18 4 5 2 3 4 7 10 40 96 

1,299 
残高（右メモリ）

251 
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特別区債発行額、残高の推移億円 億円

発行額(左メモリ)

発行余力

活用

年度

発行抑制

発行抑制

発行抑制と着実な区債償還

による残高の減少

1,363 億円

251 億円

Ｈ10 R5

ピーク時と比較

約８割減少

区債残高 過去との比較

17
見込

 特別区債の発行抑制や堅調な償還により、1,000億円以上あった特別区債残高を令和５年度

末見込で251億円にまで圧縮

今後、公共施設の更新等の財政需要が見込まれることから、将来負担を考慮し

つつ、これまで培ってきた発行余力を計画的かつ戦略的に活用

財政対応力の堅持・効果的な活用（特別区債残高の圧縮・発行余力の蓄え）04



（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

二人以上の世帯 大田区 大田区

負債 5,760 特別区債 14,864,852 特別区債 527

年間収入 6,410 基幹財源 180,838,000 基幹財源 6,410

負債年収比 89.9% 区債収入比 8.2% 区債収入比 8.2%

（単位：千円） （単位：千円） （単位：千円）

二人以上の世帯 大田区 大田区

貯蓄 19,010 財政基金 54,965,138 財政基金 1,948

年間収入 6,410 基幹財源 180,838,000 基幹財源 6,410

貯蓄年収比 296.6% 基金収入比 30.4% 基金収入比 30.4%
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 2022年平均の１世帯当たり貯蓄及び負債現在高（平均値）と区を比較

 基金残高及び特別区債残高は、一般家計と比較して過小な状況

 計画的な基金の活用やこれまで培ってきた特別区債の発行余力に加え、事務事業の成果向

上とコスト精査を徹底し、財政対応力を堅持することが不可欠

財政対応力の堅持・効果的な活用（基金残高・特別区債残高の一般家計比較）04

＜区と一般家計の比較＞

○基金

○特別区債

収入規模を
合わせて比較

財政基金は一般家計に比べて区は極めて少ない

収入規模を
合わせて比較


